
　提案するシステムは、なるべく多く
の地域で利用できるよう、下水処理水

を直接配管で送水するシステムを採用

し、新規再開発地区の開発と併せて下
水処理水を搬送する熱源水配管を新設

する。さらに、熱源水として利用され

た後の下水処理水を芝浦水再生セン
ター既存の配管を利用して東京湾へす

てることで廃熱処理を行うシステムと

する。配管ルート及び使用配管は、下
水処理水を熱源機器で温度差利用する

ために芝浦水再生センターからプラン

トまで搬送する熱源水配管と、プラン
トで温度差利用された後の廃熱を含ん

だ(冬期は熱が奪われる)処理水を東京

湾へ放流する廃熱処理配管の2管に大
別される。廃熱処理配管に関しては、

芝浦水再生センターの既存雨天時用簡

易処理水放流配管(以後既存雨天時用
配管)を利用可能であるが、この配管

には一度に放流できる水量に限界があ

り雨天時における同時利用が難しいた
め、雨天時は通常2次処理水が放流さ

れている運河へ放流する。そのため、

雨天時における回避用の配管が追加で
必要となる。

3.新規再開発地区及び隣接既存地域冷暖房への導入検討
　まず対象とする品川駅周辺地域の中でも最も対策が必要

な新規開発地区に対して対策システムを導入する検討を行

い(Case1)、その後下水処理水に余力があったことから、シ
ステムを導入する地区を拡大してその効果を検討した

(Case2)。各ケース概要と芝浦水再生センターの処理水量と

対象地区で必要な冷却水量との比較を図4に示す。

　図4より両ケースともに、芝浦水再生センターの下水処

理水を年間8760時間100%利用可能なことがわかる。

　尚、対象地区のシステム概要を表1に示す。
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品川駅

田町駅

新規開発地区

芝浦水再生センター

　図1 提案システム概要

　提案システム概要を図1に、芝浦水再生センター及び提
案する配管ルートの概要を図2に、各配管の概要を図3に示

す。

　図2 配管ルート概要

　図3 配管概要

　●既存雨天時用配管既存雨天時用配管
　　3500mm × 715ｍ

晴天時

　●新規雨天時用回避配管新規雨天時用回避配管　
　 　2125mm × 580ｍ
　 　配管敷設費用：約2.9億円

雨天時

　Case1

　Case2

　まず、機器効率向上効果による投入一次エネルギー削減

の地区別の検討結果を図5に示す。

　表1 対象地区機器設定概要
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　機器効率向上効果の結果より、夏期(7～9月)・冬期(12

～3月)に関しては削減効果がみられ、中間期(4～6月及び

10～11月)に関しては削減効果がないもしくはマイナスの
効果になっていることがわかる。これは、冷凍機の効率が

冷却水温度が下がると、熱源機の効率が熱源水温度が上が

るとそれぞれ向上するためである。各ケースにおける機器
効率の変化を表2に示す。

　図5 投入一次エネルギー削減量(機器効率向上効果)
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1.研究背景・目的
　前報までの検討において、品川駅周辺地域の新規再開発

地区に隣接する芝浦水再生センターの下水処理水をヒート

ポンプ等の熱源機器の冷却水(または熱源水)として利用し、
CO2排出及び大気放熱量を削減するシステムを導入すること

をCO2排出及び人工排熱対策として提案した。本報では、前

報で提案したシステムのケーススタディを行った。

2.提案システム概要
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　図4 各ケースの概要と水量比較
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　次に、下水処理水利用による冷却塔削減に伴う冷却塔ま

わりの動力削減と熱源水送水ポンプ動力増加の影響を含め

た投入一次エネルギー削減の地区別の結果を図6に示す。

　新規再開発地区にシステムを導入したCase1では、CO2排
出量は下水処理水非利用時に比べて年間あたり2923t-CO2/

年、10.4％の削減となり、大気放熱量は年間あたり513TJ/

年、8760時間全ての時刻において100％削減できることが
わかった。また、既存地域冷暖房地区にシステムを導入拡

大したCase2では、CO2排出量は年間あたり3899t-CO2/年、

11.2％の削減となり、大気放熱量は下水処理水非利用時に
比べて年間あたり660TJ/年、8760時間全ての時刻において

100％削減できることがわかった。

　これらの検討結果より、システムを導入する地域を拡大
するほどその効果は向上することがわかった。

4.下水処理水量すべてを利用した効果の検討

　新規開発地区及びA地区へシステム導入後の余剰処理水

量を図10に示す。図10より、利用可能な処理水量にかなり
の余力があり、他地区への利用の拡大が可能なことがわか

る。そこで、処理水量全てを利用した場合について検討を

行う。システムを導入する対象は、個別建物とし、下水処
理水非利用時の空調システムは個別

パッケージ空調システムとする。

パッケージ空調システムのCOPに関
しては、文献*2)より冷房時COP3.0/

暖房時COP3.5と設定する。検討結果

をCO2排出量削減効果を図11に、大
気放熱削減効果を図12に示す。

　図11、12より、CO2排出量は下水処理水非利用時に比べ

て年間あたり55212t-CO2/年の削減、大気放熱量は下水処

理水非利用時に比べて年間あたり4308TJ/年の削減される
ことがわかる。さらに、新規開発地区の従来システム設定

を電気型地域冷暖房から個別建物に設定した検討では、CO2

排出量は下水処理水非利用時に比べて年間あたり67339t-
CO2/年の削減、大気放熱量は下水処理水非利用時に比べて

年間あたり4595TJ/年の削減となることがわかった。

5.まとめ
　本研究では、前報において品川地域のCO2排出及び人工

排熱対策の立案を目的とした現状及び今後の熱負荷・廃熱

分布状況と未利用エネルギー賦存状況をマップ化した。そ
の結果、新規再開発地区に隣接する芝浦水再生センターの

処理水を利用することが有効であることがわかった。そし

て、本報においてケーススタディを検討した結果、下水処
理水を利用したシステムを導入する地域を拡大するほど環

境性は向上することがわかった。また、芝浦水再生セン

ターの下水処理水量すべてを利用した場合の検討結果より、
最大年間あたり約5.5万t-CO2/年の削減が可能であること

がわかった。

　図6 投入一次エネルギー削減量(機器効率向上、冷却塔ま

わり動力削減、熱源水送水ポンプ動力増加含む)

　図7 CO2排出削減量 　図8 大気放熱削減量

　図9 電気・上水使用削減量
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　図10 余剰処理水量
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　図11 CO2排出削減量

　図12 大気放熱削減量
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　表2  冷凍機の冷却水(熱源水)温度と機器COPの関係

　次に、以上の検討結果を基に、システム全ての動力を考

慮して検討した年間あたりのCO2排出削減量を図7に、大気
放熱削減量を図8に示す。また、年間あたりの電気使用削

減量及び冷却塔削減に伴う冷却水の補給水削減量(上水削減

量)効果を図9に示す。
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